社員総会による解散の流れ

１　社員総会の開催（→別添１「解散に係る総会の議事録記載モデル」参照）

①　法人を解散する意思を確認する。

②　解散事由は「総会の決議」によることを確認する。

　※　解散決議は、正会員総数の４分の３以上（法人によって異なる）の承諾が必要。
③　残余財産の処分方法について決定する。

　※　少額の場合は、解散手続き等に要するものとして、残余財産０とする法人が多い。

④　清算人を選任する。

※　理事全員を清算人に選任（うち１人を代表清算人に選任）したり、理事の中から１人だけを清算人として選任したりするケースが多い。

２　法務局への解散及び清算人の登記
　　解散総会後２週間以内に、清算人の名で、解散及び清算人の登記をする。
３　所轄庁への解散届出書の提出
　　清算人は、上記２の登記が完了すれば、遅滞なく所轄庁に解散届出書を提出する。
　　（添付書類）解散及び清算人の登記済みの登記事項証明書（１部）

４　公　告（→別添２「公告文案」参照）

　　清算人は、就任した日から２か月以内に少なくとも１回の公告を官報に掲載（約３万円）し、債権者に一定期間（少なくとも２か月）の申出を催告する。
５　残余財産の譲渡

　①　債権者への清算が済んでもなお残余財産がある場合には、残余財産は定款に定める譲渡先に帰属する。
　②　定款に定める譲渡先が、「解散総会において選定した法人」あるいは「他の特定非営利活動法人」等と規定されている場合は、解散総会で具体的な譲渡先を選定しておく。

③　定款に定めがない場合、清算人は、所轄庁の認証を得て、国又は地方公共団体に譲渡することができる。この手続きを経ないときは、残余財産は国庫に帰属する。
６　法務局への清算結了の登記
　　清算結了の日から２週間以内に、清算人の名で、清算結了の登記をする。
７　所轄庁への清算結了届出書の提出
　　清算人は、上記６の登記が完了したときは、所轄庁に清算結了届出書を提出する。
　　（添付書類）清算結了の登記済みの登記事項証明書（１部）

【別添１】

特定非営利活動法人○○○○臨時総会議事録（記載モデル）
１　開催日時　　平成○○年○○月○○日　○○時○○分から　○○時○○分まで

２　場　　所　　○○県○○市○○町○丁目○番地　○○会館　○○会議室
３　出席者数　　○○名（うち委任状出席者数○○名）　正会員総数○○名
４　審議事項

　　第１号議案　解散に関する事項

　　第２号議案　残余財産の処分に関する事項

　　第３号議案　清算人の選任に関する事項

　　第４号議案　議事録署名人の選任に関する事項

５　議事の経過の概要及び議決の結果

　①　理事長○○○○氏が、本日の臨時総会は正会員総数の○分の○以上の出席があったので、有効に成立した旨を告げ開会を宣言した。

　②　議長の選任について諮ったところ、満場一致をもって　○○○○氏を選任した。

　　続いて、あいさつの後、議案に入った。

　第１号議案　解散に関する事項

　　　議長は、当特定非営利活動法人○○○○○○が、・・・・・・・・・・・・・・・・となり解散したい旨を諮ったところ、満場一致をもって承認可決した。

　第２号議案　残余財産の処分に関する事項

　　　議長は、残余財産○○○○○円に関し、・・・・・・・・・・・・・・・したい旨を諮ったところ、満場一致をもって可決した。

　第３号議案　清算人の選任に関する事項

　　・　議長は、清算人の選任について諮ったところ、満場一致で次の者を選任した。

（又は）

　　・　議長は、清算人の選任方法に関して、議長の指名に一任することで満場一致したので、議長は下記の者を清算人に指名し、その賛否を問うたところ、全員異議なく賛成し、清算人を次のとおり可決確定した。なお、被選任者はその就任を承諾した。

　　　　清算人　○○○○

　第４号議案　議事録署名人の選任に関する事項

　　　議事録署名人について、議長から本日出席者の○○○○と○○○○の２名を指名したところ、全員異議なく承認し、本案は可決された。

　　議長は、以上をもって本日すべての議事を終了したことを宣した。（○○時○○分）

　以上の議事の要領及び結果を明確にするため、議長並びに議事録署名人は次に署名・押印又は記名・押印する。

　　平成○○年○○月○○日

議　長　　　　○○○○　印

議事録署名人　○○○○　印

議事録署名人　○○○○　印

※　このモデルは、臨時総会における解散議決の場合を前提としていますので、通常総会で
議決する場合は、定款に定められた総会の審議事項も併せて記載する必要があります。
【別添２】

＊　公告文案（実際は縦書きとなります。）

　　解散公告

　　　　当法人は平成　年　月　日に社員総会決議により解散したので、当法人に債権を有する者は、本公告掲載の翌日から二箇月以内にお申し出ください。右期間内にお申し出がないときは清算から除斥します。

　　　　平成　年　月　日

　　　　　住所

　　　　　法人名

　　　　　（代表）清算人氏名
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